
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
接触部を有する金属製の複数の接触子を保持する絶縁材のハウジングを備え、上記接触部
がケーブルの芯線と接触する形式の電気コネクタにおいて、ハウジングに対して開位置と
閉位置との間で回動自在で閉位置への回動によりケーブルを上記接触部へ押圧する加圧部
が形成された蓋状の加圧部材を有し、該加圧部材は 上記接触部

対向する面にケーブルの受入溝が形成されており、該受入溝は、加圧部材が開
位置にあるときに 接触部と対向 する導入部と、

閉位置 ときに接触部と対向 する保持部とを有して

ことを特徴とする電気コネクタ。
【請求項２】
加圧部は保持部における溝底面として形成され、受入溝の溝幅は、保持部にてケーブルの
直径とほぼ同一もしくはケーブルの直径より若干小さい寸法に、導入部で保持部の溝幅よ
りも大になっていることとする請求項１に記載の電気コネクタ。
【請求項３】
ケーブルは平型ケーブルであり、加圧部は保持部における溝底面として形成され、受入溝
の溝幅は、保持部にて平型ケーブルの幅とほぼ同一もしくは平型ケーブルの幅より若干小
さい寸法に、導入部で保持部の溝幅よりも大になっていることとする請求項１に記載の電
気コネクタ。
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に位置して
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が まで回動した して、ケーブルを保持 お
り、加圧部材の開位置から閉位置への回動に伴い、接触部と対向する部分が導入部から保
持部へと移る



【請求項４】
受入溝は導入部と保持部との間に遷移部が形成されており、該遷移部の溝幅が導入部の溝
幅から保持部の溝幅へ次第に変化していることとする請求項１ないし請求項３のうちの一
つに記載の電気コネクタ。
【請求項５】
接触子は金属板を加工して作られ、接触部が金属板の平坦な板面を維持して形成されてお
り、該接触部の側端面でケーブル被覆に喰い込んで芯線と接触するようになっていること
とする請求項１又は請求項２に記載の電気コネクタ。
【請求項６】
受入溝は、導入部と保持部の少なくとも一方にて、溝幅方向中央に向けて溝が深くなる略
Ｖ字状の溝底面を形成していることとする請求項１ないし請求項４のうちの一つに記載の
電気コネクタ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、電気コネクタ、特にケーブルの芯線と接触子の接触部と圧接する電気コネクタ
に関する。
【０００２】
【従来の技術】
この種の電気コネクタにあっては、圧接接触子は金属板の板面を維持して接触部が形成さ
れ、該接触部の側端面でケーブルの芯線に接触する形式のものが知られている。その一例
として、特開平１０－２５５９２１に開示されているものが挙げられる。
【０００３】
この公知のコネクタは、添付図面の図７そして図８に見られるように、一方のハウジング
５１内にケーブルホルダ５２を嵌入せしめ、他方のハウジング６１に接触子６２を保持し
ている。
【０００４】
一方のハウジング５１は角筒状をなしており、これに嵌入されて保持されるケーブルホル
ダ５２は被保持部５３とハウジング５１外に突出する突出部５４とを有している。被保持
部５３の上面には、ハウジング５１との間にケーブル配列部材５５を収める空間が形成さ
れている。該ケーブル配列部材５５は、複数のケーブルＣを外皮が剥離されて露呈する誘
電体部Ｃ１で保持するようになっている。又、上記ケーブルホルダ５２の突出部５４は上
面から下面にわたり各ケーブルに対応してケーブル案内溝５６が形成されており、上記誘
電体部Ｃ１から露呈せるケーブルの芯線Ｃ２をＵ字状に巻きつけるようにして案内してい
る。なお、複数のケーブルの芯線Ｃ２の先端部には、各芯線Ｃ２が不規則に分離しないよ
う保持テープ５７等で保持されている。
【０００５】
他方のハウジング６１に保持されている接触子６２は金属板がその平坦面を維持して打抜
き加工により形成されている。図７にあっては、該接触子６２は紙面に平行な面を維持し
ている。この接触子６２は、ハウジング６１により保持される基部６３と、該基部６３か
らＵ字状をなして延出する弾性腕部６４と、ハウジング６１外へ突出する接続部６５とを
有している。上記基部６３には、ハウジング６１に対して所定位置を保つように喰い込む
突起部６３Ａが形成され、又、弾性腕部６４の先端内側には接触部６４Ａが形成されてい
る。
【０００６】
かかる二つのハウジング５１，６１は、一方のハウジング５１の突出部５４へ他方のハウ
ジング６１の開口部側が嵌合するようにして結合する。そして、図７に見られるように、
案内溝５６内にてケーブルの芯線Ｃ２に対して接触部６４Ａが挟圧するようにして弾圧接
触して、接触部６４Ａの側端面にて芯線Ｃ２と圧接接続される。
【０００７】
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【発明が解決しようとする課題】
図７、図８に示された公知のコネクタでは、圧接部位にて芯線が露呈しているようにした
ため、一方のハウジング５１の案内溝５６内には芯線Ｃ２のみならず誘電体部Ｃ１も存在
している関係から、上記案内溝５６の溝幅は誘電体部Ｃ１の径の寸法となっている。した
がって、上記案内溝５６の溝幅が芯線Ｃ２に対して大きすぎるために、接触子の接触部６
４Ａとの圧接時に、芯線Ｃ２の位置が溝幅方向に移動して一定せず、接触が不安定となる
。又、上記溝幅は、ケーブル（誘電体部）の挿入を容易にするためにその直径よりも大き
くすることが多いので、圧接時の芯線位置はさらに不安定となる。
【０００８】
本発明は、ケーブルの挿入が容易で圧接時にケーブルの位置が移動せずに圧接を安定せし
めることのできる電気コネクタを提供することを目的とする。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
本発明にかかる電気コネクタは、接触部を有する金属製の複数の接触子を保持する絶縁材
のハウジングを備えている。そして、上記接触部を上記ケーブルの芯線に接触せしめて圧
接接続がなされる。
【００１０】
かかる形式の電気コネクタにおいて、本発明では、ハウジングに対して開位置と閉位置と
の間で回動自在で閉位置への回動によりケーブルを上記接触部へ押圧する加圧部が形成さ
れた蓋状の加圧部材を有 該加圧部材は 上記接触部

対向する面にケーブルの受入溝が形成されて 該受入溝は、加圧部材が開位置にあ
るときに 接触部と対向 する導入部と、 閉位置

ときに接触部と対向 する保持部とを有して

【００１１】
このような構成の本発明にあっては、芯線を被覆から露呈させることなく、加圧部材が開
位置に在る状態で、ケーブルをその長手方向に送り込みハウジング内へ挿入配置する。そ
の際、ケーブルは加圧部材に形成された受入溝の導入部で案内される。しかる後に、加圧
部材を開位置から閉位置へと回動せしめる。加圧部材のこの回動が進むに伴いケーブルの
受入溝との係合位置は、上記導入部から保持部へと移行する。その結果、ケーブルが加圧
部材の加圧部によって接触子の接触部へ押圧されてケーブル芯線と圧接接続される際には
、ケーブルは保持部にてしっかりと保持され、その位置は安定している。
【００１２】
本発明においては、加圧部は保持部における溝底面として形成され、受入溝の溝幅は、保
持部にてケーブルの直径とほぼ同一もしくはケーブルの直径より若干小さい寸法に、導入
部で保持部の溝幅よりも大になっているようにする。ケーブルはフレキシブルプリント基
板（ＦＰＣ）やフレキシブルフラットケーブル（ＦＦＣ）のような平型ケーブルとするこ
ともでき、そのときには、上記溝幅は該平型ケーブルの幅により、同様に設定される。
【００１３】
又、受入溝は導入部と保持部との間に遷移部が形成されており、該遷移部の溝幅が導入部
の溝幅から保持部の溝幅へ次第に変化していることが好ましい。
【００１４】
上記接触子は金属板を加工して作られ、接触部が金属板の平坦な面を維持して形成されて
おり、該接触部の側端面でケーブル被覆に喰い込んで芯線と接触する形態とすることがで
きる。
【００１５】
さらに、上記受入溝は、導入部と保持部の少なくとも一方にて、溝幅方向中央に向けて溝
が深くなる略Ｖ字状の溝底面を形成していることとするならば、ケーブルの位置はさらに
確実に一定する。

10

20

30

40

50

(3) JP 3621305 B2 2005.2.16

し、 ケーブルに対して と反対側に位置し
て おり、

上記 してケーブルの導入を容易に 加圧部材が
まで回動した して、ケーブルを保持 おり、加圧
部材の開位置から閉位置への回動に伴い、接触部と対向する部分が導入部から保持部へと
移る。



【００１６】
【発明の実施の形態】
以下、添付図面の図１ないし図６にもとづき、本発明の実施の形態を説明する。
【００１７】
図１は本実施形態のコネクタの平面図、図２は図１のコネクタの断面図であり、図２（Ａ
）は加圧部材が開位置、（Ｂ）は途中位置、（Ｃ）は閉位置にあるときをそれぞれ示して
いる。
【００１８】
図において、コネクタは絶縁材料から成るハウジング本体１及び加圧部材１１と、金属板
から作られた複数の接触子２１とを有している。
【００１９】
ハウジング本体１は、平面図を示す図１にて縦長に延びる本体部２と、該本体部２の両端
部にて前後に延出する支持腕部３及び張出部４とを備えている。上記本体部２には、後述
する接触子２１が複数所定間隔で保持されており、上記本体部２から前後に突出している
。この本体部２の前方には蓋状の加圧部材１１が位置しており、その両端に設けられた軸
部１９にて、上記支持腕部３により軸線１９Ａまわりに回動自在に支持されている。該加
圧部材１１の端部には支持腕部３の縁部と係止する係止突起１１Ａが設けられており、図
１に示す閉位置にて該加圧部材１１をロックするようになっている。
【００２０】
次に、本実施形態のコネクタの内部構造について、接触子２１の板面に平行な面での断面
図である図２にもとづいて説明する。
【００２１】
ハウジング本体１の本体部２には、板状の接触子２１を嵌入せしめるためのスリット状の
保持孔５が前後に貫通して複数形成されている。
【００２２】
接触子２１は、既述したように金属板を形取って作られているが、その平坦な板面はその
まま維持している。該接触子２１は上記ハウジング本体１の保持孔５に圧入される基部２
２と、該基部２２から後方に延出して上記本体部２から突出する接続部２３と、上記基部
２２から前方に延出して略Ｕ字状をなす上腕部２４及び下腕部２５とを備えている。上記
基部２２の下縁には保持孔５内での位置を確保するための係止突起２２Ａが設けられてい
る。上記上腕部２４の先端部には円弧状縁部をもつ回動支持部２６が設けられている。該
回動支持部２６の円弧状縁部の中心は上記加圧部材１１に設けられた軸部 の軸線

の延長上に位置している。又、上記下腕部２５は上下方向に可撓性を有しており、先端
部内側縁に三角形をなす二つの突部から成る接触部２７が形成されている。
【００２３】
加圧部材１１は、図２～４に見られるように、複数の接触子２１の円弧状縁部をなす回動
支持部２６が櫛歯状に配列されて形成される円弧柱状包絡面によって回動案内される凹円
弧状の回動被案内部１２が形成されている。上記加圧部材１１は、上記接触子２１の接触
部２７に対向する部分に、ケーブルＣのための受入溝１３と加圧部１４とを有している。
【００２４】
上記加圧部材１１の受入溝１３は、図３にも見られるように、導入部１３Ａ、遷移部１３
Ｂそして保持部１３Ｃを有している。導入部１３Ａは加圧部材１１が図２（Ａ）の開位置
にあるときに接触子２１の接触部２７に対向する位置に形成され、保持部１３Ｃは加圧部
材１１が図２（Ｃ）の閉位置にあるときに上記接触部２７に対向する位置に形成されてい
る。そして、遷移部１３Ｂは上記導入部１３Ａと保持部１３Ｃとの中間の遷移領域に形成
されている。
【００２５】
上記導入部１３Ａはその溝幅がケーブルの挿入が楽になされる程度の寸法となっており、
図３に例示の場合、遷移部１３Ｂ寄りの部分１３Ａ２はケーブル挿入側端部に向け若干溝
幅が広がっている。ケーブル挿入方向での奥部１３Ａ１では溝幅は一定している。ここで

10

20

30

40

50

(4) JP 3621305 B2 2005.2.16

１９ １９
Ａ



ケーブルとは、図２に図示のシールド線付きの同軸ケーブルの場合は、このシールド線を
除去し、芯線Ｃ２の上に誘電体Ｃ１の層が残存している状態のものをいう。すなわち、上
記導入部１３Ａはこの誘電体Ｃ１の部分がその長手方向に楽に挿入できる溝幅に形成され
ている。又、シールド線を有していない通常のケーブル、すなわち、芯線の上に被覆を有
しているだけのケーブルでは、このケーブルがそのまま楽に挿入されるだけの溝幅となっ
ている。
【００２６】
上記保持部１３Ｃは、上記ケーブル（誘電体Ｃ１の部分）を保持する程度の溝幅寸法、す
なわち溝幅がケーブルの径と同一もしくは径よりも若干小さ目になっている。
【００２７】
又、遷移部１３Ｂは導入部１３Ａから保持部１３Ｃに向けて溝幅が次第に減少するように
形成されている。減少の仕方は直線的でも曲線的でもよい。本実施形態では、上記遷移部
１３Ｂと保持部１３Ｃの溝底が加圧部１４を形成するようになる。
【００２８】
さらに、本実施形態では、上記保持部１３Ｃよりも後の部分は該保持部１３Ｃよりも溝幅
の広い開放部１５が形成されている。
【００２９】
以上のごとくの構成の本実施形態のコネクタにあっては、ケーブル圧接接続は次の要領で
行なわれる。
▲１▼　先ず、ケーブルが図２のごとくの同軸ケーブルの場合には、外皮Ｃ４及びシール
ド線Ｃ３を先端部にて除去して誘電体Ｃ１が露呈せしめる。シールド線を有しない通常の
ケーブルのときには、そのままでよい。
▲２▼　本実施形態にあっては、複数のケーブルのシールド線Ｃ３を配列した状態で上面
及び下面側で各シールド線Ｃ３に対して金属シート状の保持部材Ｃ５を半田付けすること
によって複数のケーブルを一括保持することが好ましい。
▲３▼　次に、加圧部材１１を開状態としておいて、上記ケーブル（同軸ケーブルにあっ
ては露呈せる誘電体Ｃ１の部分）を先端から、加圧部材１１に形成された受入溝１３の導
入部１３Ａへ挿入して接触子２１の接触部２７上に配置する。その際、導入部１３へのケ
ーブルの挿入は、遷移部寄りの部分１３Ａ２を経て奥部１３Ａ１へ、きわめて楽になされ
る（図２（Ａ）参照）。
▲４▼　しかる後、加圧部材１１を回動し図２（Ｂ）の状態を経て図２（Ｃ）の閉位置へ
もたらす。この回動に伴いケーブルは遷移部１３Ｂで支持された（図２（Ｂ）参照）後に
、保持部１３Ｃで保持される（図２（Ｃ）参照）。保持部１３Ｃにあっては、ケーブルは
溝幅方向で移動できず定位置で保持される。又、接触部２７がケーブルに喰い込んで芯線
Ｃ２と接触するようになるが、その際、上記のごとくケーブルは溝幅方向、すなわち接触
子の板厚方向での移動がないので、接触部２７は確実そして安定して芯線と接触する。か
くして、ケーブルはコネクタの接触子２１と圧接接続される。
【００３０】
本発明は図１ないし図４に図示された実施形態に限定されず、変形可能である。例えば、
加圧部材の受入溝はケーブルを溝幅方向でさらに安定させるために、図５に見られるよう
に、受入溝、特にその保持部１３Ｃの溝底面１３Ｃ１をＶ字状面に形成して、加圧部とし
ての溝底面がケーブルを圧する際に、該溝底面での楔力によってケーブルを中心に確実に
保持できるようになる。
【００３１】
加圧部材の受入溝の形態は、さらに、変形可能であり、図６（Ａ）に示すように、ケーブ
ルＣ１の芯線Ｃ２の径が細い径であっても、芯線Ｃ２の位置を溝幅方向で安定させるため
に、保持部１３ＣのＶ字状の溝部に平らな溝底１３Ｄを設けるようにすると良い。こうす
ることにより、接触部２７がケーブル（誘電体）Ｃ１に喰い込む際に、図５の場合ケーブ
ルは径が細いと溝底に向け逃げることがあるが、図６（Ａ）の平らな溝底１３Ｄにより、
これが回避され芯線Ｃ２の位置が安定する。
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【００３２】
又、図６（Ｂ）に示すように、溝底の中央からケーブルに対向するように突条１３Ｅが形
成されていても良い。この場合、ケーブルの誘電体Ｃ１が突条１３Ｅの両側に向け逃げる
ことにより、芯線Ｃ２を溝幅方向で安定させることができる。
【００３３】
又、図６（Ｃ）は、加圧部材を一部破断した図面である。図６（Ｃ）に示すように、本発
明は、前述した通常のケーブルに限定されず、可撓基板Ｐに回路部Ｐ１が形成されたフレ
キシブルプリント基板（ＦＰＣ）、又は複数のケーブルが一面をなすように一体的に配列
されたフレキシブルフラットケーブル（ＦＦＣ）等の平型ケーブルＣ´であっても良く、
この場合は、加圧部材１１の受入溝１３は、ＦＰＣ又はＦＦＣを受け入れられる幅広な１
つの溝となる。
【００３４】
【発明の効果】
以上のように、本発明は、加圧部材がケーブル導入そして保持のための受入溝を有し、該
受入溝が導入部でケーブルを楽に受け入れて加圧部材の回動に伴いケーブルを保持部で溝
幅方向に移動させないように保持することとしたので、接触子の接触部はきわめて確実に
そして安定して芯線と圧接されることとなる。このように、ケーブルの挿入が容易で作業
が楽になると共に、加圧部材の回動によって自動的に安定した圧接接続を行なうことがで
きる。さらには、接触部がケーブル被覆に喰い込んで圧接するので芯線を覆う被覆の一部
除去という作業も不要となり、この点でも作業が簡単となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の一実施形態の電気コネクタの平面図である。
【図２】図１のコネクタの使用時における断面図で、図２（Ａ）は加圧部材が開状態、（
Ｂ）は途中状態、（Ｃ）は閉状態をそれぞれ示す。
【図３】図２のコネクタの加圧部材を示し、（Ａ）は断面図、（Ｂ）は側面図、（Ｃ）は
底面図である。
【図４】図２のコネクタの加圧部材の側面側から見た傾斜図である。
【図５】本発明の他の実施形態としての加圧部材で、（Ａ）は断面図、（Ｂ）は側面図、
（Ｃ）は底面図である。
【図６】（Ａ），（Ｂ），（Ｃ）はそれぞれ本発明のさらに他の実施形態を示し、図５（
Ｃ）に対応する方向から見た図である。
【図７】従来のコネクタの分離状態の斜視図である。
【図８】図７のコネクタの使用時における断面図である。
【符号の説明】
１　　ハウジング
１１　加圧部材
１３　受入溝
１３Ａ　導入部
１３Ｂ　遷移部
１３Ｃ　保持部
１３Ｃ１　溝底面
１４　加圧部
２１　接触子
２７　接触部
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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